
 

 

随意契約等見直し計画 

 

平成２２年４月 

独立行政法人環境再生保全機構 

 

 

１．随意契約等の見直し計画 

（１）随意契約の見直し 

平成２０年度に締結した随意契約について、点検・見直しを行い、

以下のとおり、新たな随意契約等の見直し計画を策定する。 

今後、本計画に基づき、真にやむを得ないものを除き、原則とし

て競争（企画競争・公募を含む）に付すこととする。 

 

  
平成２０年度実績 見直し後 

件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 

競争性のある契約 
（83.7％） （90.8％）  （96.7％） （98.5％） 

128 1,732,687 148  1,880,369  

 

競争入札 
（52.9％） （69.7％） （63.4％） （76.1％） 

81 1,330,635 97  1,452,615  

企画競争、公募等 
（30.8％） （21.1％） （33.3％） （22.4％） 

47 402,052 51  427,754  

競争性のない随意契約 
（16.3％） （9.2％） （3.3％） （1.5％） 

25  175,782  5  28,100  

合   計 
（100％） （100％） （100％） （100％） 

 153  1,908,469  153  1,908,469 

（注１）見直し後の随意契約は、真にやむを得ないもの。 

（注２）金額は、それぞれ四捨五入しているため合計が一致しない場合がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（２）一者応札・一者応募の見直し 

平成２０年度に締結した競争性のある契約のうち、一者応札・一

者応募となった契約について点検・見直しを行い、以下のとおり改

善を図ることとする。 

今後、この改善を図りつつ契約手続きを進めることにより、一層

の競争性の確保に努める。 

 
（平成２０年度実績） 

実 績 件数 金額（千円） 

競争性のある契約 
 

128 

 

1,732,687 

 
うち一者応札・一者応募 

（21.9%） 

28 

（10.0%） 

173,140 

（注）上段（  %）は競争性のある契約に対する割合を示す。 

 
（一者応札・一者応募案件の見直し状況） 

見直し方法等 件数 金額（千円） 

契約方式を変更せず、条件等の見直しを実施（注1） 
(35.7%) 

10 

(57.0%) 

98,682 

 
仕様書の変更 0 0 

参加条件の変更 2 7,252 

公告期間の見直し 10 98,682 

その他 2 25,410 

契約方式の見直し 
(0%) 

0 

(0%) 

0 

その他の見直し 
(3.6%) 

1 

(2.2%) 

3,843 

点検の結果、指摘事項がなかったもの 
(60.7%) 

17 

(40.8%) 

70,615 

（注１）内訳については、重複して見直しの可能性があるため一致しない場合があ

る。 

（注２）金額は、それぞれ四捨五入しているため合計が一致しない場合がある。 
(注３) 上段（  %）は平成２０年度の一者応札・一者応募となった案件に対す

る割合を示す。 

 

 

 



２．随意契約等見直し計画の達成へ向けた具体的取り組み 

（１）契約監視委員会等による定期的な契約の点検の実施 

   契約監視委員会等により、競争性のない随意契約及び一者応

札・一者応募になった案件を中心に点検を実施。 

 

（２）随意契約等の見直し 

① 公募（参加意思確認型）の活用 

    情報システムの改修及び調査研究等の実施に当たっては、公

募（参加意思確認型）の活用を図り、競争性及び透明性を確保

する。 

 

  ② 総合評価方式の活用 

情報システムの構築業務に加え、調査研究及び広報等につい

ても、総合評価方式の活用を検討する。 

 

③ 上記①及び②の推進に資するとともに、適正な契約手続きを実

施する観点から、契約マニュアルを平成２２年３月に策定し、

更なる競争的契約の推進を図る。 

 

（３）一者応札・一者応募の見直し 

① 公告期間の見直し 

説明会への参加を資格要件としている場合は、公告から説明

会まで１０日間確保するとともに、説明会から入札日又は企画

書提出までの期間も十分に確保することとする。 

 

  ② 適正な履行期間の確保 

    事業者が十分な時間的余裕を持って業務を実施できるよう、

契約の適正な履行期間の確保を図ることとする。 

 

③ 事後点検体制の整備 

一者応札・一者応募となった案件について、契約担当部にお

いて自己点検を実施する。 

 

（４）電子入札システムの導入 

一般競争入札の拡大に伴う業務量の増加及び一者応札の改善状

況等を勘案し、電子入札システムの導入を検討する。 

 
 
（注）個別の契約の状況については、各様式に記載している。 


